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システム開発プロジェクト推進に向けたPMO業務

有限責任監査法人トーマツ



システム開発プロジェクトでのPMOを取り巻く環境
並行して複数のプロジェクトを推進する企業が増加しており、プロジェクト自体
の難易度や複雑性が上昇しており、社内の限られたリソースを最大限に活用
して対応しなければなりません。そのような環境の中では、プロジェクトの統合的
な管理、全体スケジュール/タスク/課題/リスクの管理、委託先含めた関係者と
の調整、経営視点など総合的なスキルが要求されます。PMOの需要が急増
する一方で、企業のシステム部門には、プロジェクトマネジメントのノウハウ不足
やPMO経験者が不足している傾向にあります。

PMOが機能しない場合のリスクおよび影響
例えば、構想策定フェーズに注目するだけでも、PMO業務が機能しない場合
は、多くのリスクが潜んでおり、プロジェクトのQCDに影響を及ぼします。そのた
め、プロジェクトの統合的な管理、全体スケジュール/タスク/課題/リスクの管理、
委託先含めた関係者との調整を行う必要があります。

。

PMO支援サービス
基幹システムや周辺システムなどのシステム導入やシステムリプレイ
スプロジェクトでは、マネジメントへの報告、進捗/リスク管理、横断
課題管理、関係者との調整、委託先管理などプロジェクト全体を
俯瞰して対応するPMOの存在が必要不可欠です。システム開発
の大規模化・複雑化の傾向にある昨今、PMO業務がプロジェクト
を成功へと導く1つの成功要因となります。
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要件定義 設計・開発 テスト・導入構想策定

期待された効果が発揮されない 費用が予算を大幅に超過する

 システム詳細要件定義時点で当初見積もりから大きくかい離
 ユーザーテスト実施時点で要件定義時見積もりからさらに超過
 運用開始後に多額の追加コストが発生

 想定していたようにシステムが使用されない
 使用しているにもかかわらず、業務品質・効率が上がらない
 システムで管理可能となった新たな情報が業務に生かされない

社員の行動が変わらない

影響 影響

リスク リスク リスク リスク リスク
• 目標が設定されない
• 目標が現場と共有されない

• 業務要件とシステム
要件の想定が不十分

• あるべき業務の
設計精度が低い

• 新業務の想定が甘く
検証事項を詰められ
ない

• あるべき業務の設計精度が低い
• 業務要件からシステム要件への
落とし込みが不十分
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トーマツの強み
製造業をはじめとする多くのクライアントに対して、システム開発プロジェクトのPMO支援実績を有しております。基幹システム導入/リプレイス、周辺システムの導
入/リプレイスの各フェーズでPMO業務を行いプロジェクト成功を支援します。

サービス 対象フェーズ 支援タイプ 概要（一例）

PMO支援 構想策定
要件定義
設計/開発
テスト
移行
運用

伴走
または
スポット

 プロジェクト運営
 定例の運営、分科会の運営
 進捗管理、課題/タスク/リスク管理
 成果物レビュー
 経営層への報告支援
 各工程の判定基準策定

 関係者とのコミュニケーション
 関連部署や開発ベンダとの連携

 各種資料ドラフト
 定例資料、報告書等の作成支援
 RFI、RFP作成支援

 その他
 開発ベンダ候補の選定、評価

サービスの概要
本サービスでは、プロジェクト運営から関係者とのコミュニケーションまで多岐にわたるPMO業務を支援します。
各フェーズでのPMO業務のスポット支援や一連のフェーズでPMO業務を伴走することで、システム開発プロジェクトの全体推進を支援します。

プロジェクトマネジメント概要
システム開発プロジェクトでは、計画/実行/評価/改善のサイクルを回し、プロジェクトを横断したマネジメントを実施します。

 進捗状況の評価
 品質評価
 リスク、課題の対応策検討
 変更要件の対応策検討

 タスクの実績確認（進捗管理）
 リスク、課題の管理
 要件、スコープの変更管理

 マスタスケジュールの作成
 プロジェクト管理ルールの作成
 タスク一覧（WBS）の作成
 データ移行、テスト計画の作

成

評価

計画

実行

改善

 タスク実行結果の見直し
 リスク、課題対応
 変更管理要件の反映
 計画の見直し、更新

プロジェクトを横断したマネジメント
 リスク・課題管理：依存関係にあるプロジェクトとのリスク・課題を整理し、軽減策を計画・実行する

 スコープ管理：他プロジェクトに依存関係のあるスコープを特定する

 統合管理：ステークホルダー・プロジェクトチームと効率的な連携体制を構築する

プロジェクト
マネジメント



4

（一例）要件定義フェーズでのポイントおよびトーマツで提供可能なサービス
要件定義では、PJ全体管理とともに判定基準の策定や関係者との合意形成などのPMO業務を支援します

主なタスク  SOWの確認
 要件定義計画書の作成
 要件定義計画書の関係者合意
 関係者への会議招集
 要件定義の会議に向けた既存業務/シス

テム資料の収集
 判定会議の基準策定

 要件定義会議への参加/討議
 要件の定義内容のレビュー
 議事録確認
 定例会運営（進捗/課題管理）
 関係者と課題への対応
 ベンダとの窓口対応

 要件定義内容のレビュー
 進捗/課題管理
 関係者と課題への対応
 ベンダとの窓口対応
 判定会議実施（ステコミへの説明）
 成果物の承認
 設計/開発Phaseの方針書作成

フェーズ

構想策定 要件定義 設計・開発 テスト 移行 運用

STEP1
準備

STEP2
業務/システム要件定義

STEP3
業務/システム要件最終化

準備のポイントは、要件定義に向けた入口部分（進め方などの計画策定）と出口部分（判定基準）の可視化にあります

• 要件定義の目的/ゴールを整理し、要件定義に向けた入口部分（進め方などの計画策定）と出口部分（判定基準）を可視化し、関係者との共
通認識とすることが必要です

PJ全体管理から、関係者との合意形成、SOW、計画策定、判定基準の策定への助言を行います

• 一例として、以下の助言を行います
 PJ全体管理（会議運営/進捗管理/課題管理等）
 SOWと要件定義計画書とのGAP整理
 判定基準の策定
 関係者との合意形成

要件定義フェーズの実施上のポイント
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